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防犯防犯
（防犯性能の高い建物物品の開発・普及）
防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議を開催し、一定の防犯性能がある建物部品を掲載した「防犯建物部品目録」を追加

公表。【平成19年度末】掲載品目総数：計17種類3,758品目＜警察庁、経済産業省、国土交通省＞
（リンク）防犯性能の高い建物物品の開発・普及

http://www.cp-bohan.jp/
（共同住宅に係る防犯対策）
「共同住宅に係る防犯上の留意事項」及び「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」の普及を促進。＜警察庁、国土交通省＞

（防犯性能に配慮した公共施設等の整備・管理）
「防犯まちづくりにおける公共施設等の整備・管理に係る留意事項」の周知を図り、防犯性能に配慮した公共施設等の整備・管理を促進。＜警

察庁、国土交通省＞
（リンク）防犯性能に配慮した公共施設等の整備・管理

http:// www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/tobou/bohan.htm

環境環境
（建設リサイクル法に基づくパトロールの実施）
建設リサイクル法に基づく建設資材廃棄物の分別解体等及び再資源化等の適正な実施に関し、全国一斉パトロール等を実施。
【平成19年度】全国一斉パトロール実施回数：2回（5月、10月）＜環境省、国土交通省＞

（公害防止施設の整備）
日本政策投資銀行が行う環境配慮型社会形成促進融資により、騒音、悪臭、振動、大気汚染等にかかる公害防止施設の整備等を促進。＜経済産

業省、環境省＞
（リンク）公害防止施設の整備

http://www.dbj.go.jp/japanese/loan/indicator/pdf/E01.pdf
（学校エコ改修と環境教育事業）
学校エコ改修と環境教育事業により、地方公共団体による学校施設におけるCO2排出削減のための改修等のハード整備とそれを活用した環境教育

等のソフト事業の一体的実施を促進。【平成19年度末】モデル校の認定：16校 ＜環境省、文部科学省＞
（リンク）学校エコ改修と環境教育事業

http://www.ecoflow.go.jp

防災防災
（海岸堤防等老朽化対策緊急事業の創設）
海岸保全施設整備事業により、津波・高潮に対する住宅の安全性を確保するための海岸保全施設の整備を実施。＜農林水産省、国土交通省 ＞

まちづくりまちづくり
（人優先の安全・安心な歩行空間の整備）
市街地において、信号機、横断歩道や歩道等を整備するなど、人優先の安全・安心な歩行空間の整備を推進。＜警察庁、国土交通省＞

高齢者・福祉高齢者・福祉
（高齢者、障害者等に対する介護等の便宜供与の促進）
公営住宅を活用した認知症対応型老人共同生活援助事業、共同生活介護事業又は共同生活援助事業等により、高齢者、障害者等に対する介護等

の便宜供与を促進。【平成18年度末】公営住宅の活用戸数：545戸 ＜厚生労働省、国土交通省＞
（あんしん賃貸支援事業）
高齢者等の入居を受け入れることとする民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）を登録し、当該物件の情報提供や居住支援等を行う「あんしん賃貸

支援事業」により、高齢者等の入居の円滑化と安心できる賃貸借関係の構築を支援。【平成19年度】事業実施自治体数：9団体＜厚生労働省、国土
交通省＞
（リンク）あんしん賃貸支援事業

http://www.anshin-chintai.jp/anshin/about_anshin.html
（シルバーハウジング・プロジェクト）
高齢者等の生活特性に配慮したバリアフリー化された公営住宅等と生活援助員による日常生活支援サービスとの提供をあわせて行うシルバーハ

ウジング・プロジェクトを促進。
【平成19年度末】累積管理開始戸数 842団地（22,530戸）＜厚生労働省、国土交通省＞

（リンク）シルバーハウジング・プロジェクト
http://www.koujuuzai.or.jp/html/page07_02_05.html

全般全般
（住生活安定向上施策連携マニュアル）

都道府県や市町村における取組みの好事例等を紹介する「住生活安定向上施策連携マニュアル」を作成。

＜内閣府、警察庁、消防庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省、国土交通省＞

（リンク）住生活安定向上施策連携マニュアル

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/renkeimanual/manual_top.html

（建材・住宅設備産業取引ガイドライン）

平成２０年３月２８日に「建材・住宅設備産業取引ガイドライン」を作成。＜経済産業省、国土交通省、公正取引委員会＞

（リンク）建築・住宅設備産業取引ガイドライン

http://www.meti.go.jp/press/20080328006/20080328006.html


